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給与支払報告書（総括表） 普通徴収切替理由書
南風原町長  宛 令和　　年　　月　　日提出 南風原町長  宛

この用紙以降の者は、下記理由で特別徴収できないため、普通徴収として申請します。

（
南
風
原
町
提
出
用
）

フ　リ　ガ　ナ

給与の支払期間

新規

追加 訂正・

令和　　　年　　　月分から　　　月分まで

名　　　　　称
（氏　名）

フ　リ　ガ　ナ

同上の所在地

給与支払者の
個人番号又は法人番号

代　表　者　名

連絡者の氏名、
所属課、係名

電　話　番　号

関与税理士名

課　　　　　　　　　係

氏名

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　）

特 別 徴 収

報告人員の合計

普 通 徴 収
（退職者）
普 通 徴 収
（退職者を除く）

給与の支払方法
及びその期日

所属税務署名

納入書の送付 要 ・ 不 要

指　定　番　号

事　業　種　目

受給者総人員

報
　
告
　
人
　
員

人

人

人

人

人

税務署

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ｆ

人

人

人

人

人

人

人

常時２人以下のお手伝いさんなどのような家事使用人のみの事業所

給与の支払が不定期（例：給与の支払が毎月でない）

退職者又は休職者（５月３１日までに予定している者も含む）

給与額が少なく税額が引けない者

他の事業所で特別徴収される者（乙欄適用者）

事業専従者（青色申告者の専従者は除く）

指定番号
名　　称
（氏名）

申請理由（下記６項目以外の理由は不可） 人数略号

普通徴収対象者　合計人数

～重要～
○この申請書は、普通徴収対象者（退職者、退職者を除く）の給与支払報告書
（個人別明細書）の上につけて提出してください。
○普通徴収対象者の給与支払報告書（個人別明細書）摘要欄には、必ず略号（ａ
～ｆ）のいずれかを記入してください。
○該当略号の記入がない場合は、特別徴収となります。

※総括表の普通徴収の報告人員と必ず数を一致させてください。

※給与支払報告書（個人別明細書）について、１部のみ提出となります。

記載要領
１　給与の支払をする者で、給与所得について所得税を源泉徴収する義務のあるものは、
１月31日までに市町村に提出してください。
２　「指定番号」欄には、南風原町が定める指定番号を記載してください。
３　「給与支払者の個人番号又は法人番号」欄には、給与支払者の個人番号又は法人番
号を記載してください。
４　「給与の支払期間」欄には、「報告人員の合計」欄で計上された人員に対して給与
を支払った期間を記載してください。
５　「受給者総人員」欄には、１月１日現在において給与の支払をする事務所、事業所
等から給与等の支払を受けている者の総人員を記載してください。
６　「特別徴収」欄には、１月１日現在において給与の支払をする事務所、事業所等か
ら給与等の支払を受けている者の人員（普通徴収により徴収する者を除く）を記載し
てください。
７　「普通徴収（退職者）」欄には、普通徴収の対象となる人員のうち退職者（昨年中に
退職された人員及び１月１日現在在職しているが、５月31日までに退職予定の人員）
の人員を記載してください。
８　「普通徴収（退職者を除く）」欄には、普通徴収の対象となる人員のうち退職者を除
いた人員を記載してください。

給与支払報告書の概要

特別徴収とは

１．「給与支払報告書」とは、「総括表（表紙）」と「個人別明細（従
業員毎）」からなり、１月～１２月の給与支払金額や控除額等を
記載し、市区町村へ提出していただく書類です。

　※「個人別明細書」は同封しておりませんのでご用意お願いします。

２．提出先の市区町村は、従業員（納税義務者）の令和７年１月１
日現在（退職した方は退職日現在）居住する市区町村長あてに
提出してください。

　※住民税は、１月１日現在の生活の本拠地（住民登録地等）を基
準とし、前年中（１月～１２月）の収入等に対し税額を決定し、
翌年の６月より課税された市区町村へ納付して頂くものです。

提　出　期　限
令和７年度（６年分）：令和７年１月３１日

※提出の期限を過ぎると、６月からの課税に間に合わない場合があ
ります。

１．個人住民税の特別徴収とは、事業主（給与支払者）が、従業員
（納税義務者）に支払う給与から個人住民税を毎月徴収し、従
業員に代わって、市町村へ納入する制度です。

　※所得税と異なり、税額計算や年末調整の必要はありません。

２．給与を支払う事業者は、法人・個人を問わず、原則すべて特別
徴収義務者として、個人住民税を特別徴収していただくことに
なっています。

　　特別な場合を除きパート・アルバイトを含むすべての従業員が
対象となります。

　※給与支払者、従業員の希望による特別徴収、普通徴収の選択は
できません。

３．従業員が１０人未満の事業所は、申請により年１２回の納期を
年２回にすることができます（納期の特例）

　※この通知は令和６年度の報告実績をもとに作成しております。
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